
・「海上保安体制強化に関する方針」

（平成28年12月21日、海上保安体制強化に

関する関係閣僚会議決定）

・「第3期海洋基本計画」

（平成30年5月15日、閣議決定）

・「経済財政運営と改革の基本方針2019（骨

太方針）」（令和元年6月21日、閣議決定）

これらに基づき海上保安庁は、「海洋監視体

制の強化」を図ることとされており、衛星情

報の取得・活用等により、海洋監視能力を強

化し、巡視船艇・航空機の迅速な現場対応や

海洋権益の確保及び治安の維持に活用します。

海洋監視体制の構築

令和２年度予算案 532百万円
（令和元年度予算額 538百万円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

期待される効果

国

請負契約

民間企業

資金の流れ

国土交通省海上保安庁
警備救難部警備情報課

０３－３５９１－６３６１（代表）

主な取組み
○ 海洋監視体制の構築

広大な
我が国の管轄海域

○迅速な現場対応が可能

○海洋権益の確保及び治

安の維持に活用衛星情報を活用

（イメージ）

衛星情報を取得・活用することにより、広大な海域における

船舶や発生事象の状況把握等を行うことが可能となり、巡視船

艇・航空機がより迅速・適切に対処できる体制となります。

我が国周辺の広大な海域における様々な脅威に対する監視体

制を強化するため、衛星情報の取得・活用等により、海上保安

庁における監視能力の強化を図ります。



海洋状況表示システムの機能強化
令和２年度予算案１０２百万円（令和元年度予算額 １１０百万円）

国土交通省海上保安庁
海洋情報部海洋情報課

03-3595-3611

事業イメージ・具体例

国
請負契約

民間企業

資金の流れ

・「第3期海洋基本計画」（平成30年5月15日、

閣議決定）、「我が国の海洋状況把握の能力

強化に向けた取組」（平成28年7月26日、総

合海洋政策本部決定）及び「我が国における

海洋状況把握（MDA）の能力強化に向けた今

後の取組方針」（平成30年5月15日、総合海

洋政策本部決定）に基づき、海上保安庁は、

我が国の海洋状況把握の重要なシステム基盤

であり、多様な海洋情報をその機密性に応じ

て集約・共有する「海洋状況表示システム」

を運用し、必要な機能強化を行います。

・また「海洋状況表示システム」による海洋

情報の集約・共有・提供は、海洋情報の提供

等に協力する府省並びに海洋情報の収集・加

工・管理を行う政府関係機関が連携・協力し

て行うこととされています。

広範・広域性、リアルタイム性、利便性・一覧性に優れた

「海洋状況表示システム」を運用し、機能強化を行います。

事業概要・目的

期待される効果

○広範・広域性、リアルタイム性、利便性・一覧性に優れた
海洋状況表示システムにより、「海洋情報の質・量の高度
化」、「海洋の安全保障、海上安全、自然災害対処、環境
保全、産業振興等に広く貢献」等の実現が期待されます。

主な取組
○ 海洋状況表示システムの機能強化

掲載情報の拡充、多言語化、スマートフォン対応等

海面水温 船舶通航量

降水 降水、
海面水温、
波浪、海流等

海底地形、
船舶通航量等

広域情報
リアルタイム情報

（各情報・データについてはイメージ）

日本周辺
非リアルタイム

情報
海洋台帳

海洋安全保障

海上安全
自然災害対処
海洋産業振興
海洋環境保全
研究開発広域性・リアル

タイム性の向上

海洋状況表示システム
（海上保安庁）



○遭難信号の検出に要する時間を短縮することが可能に
なります。

○遭難信号発信位置の測定精度が向上します。

MEOSAR（コスパス・サーサット中軌道衛星）システムの導入
（令和３年 本格運用開始予定）

令和２年度予算案 ７６百万円（令和元年度予算額 ７６百万円）

国土交通省海上保安庁
総務部情報通信課
03-3591-9700

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国 民間企業

資金の流れ 期待される効果

○GMDSS（海上における遭難及び安全に関する世界的
な制度）の中核システムであるコスパス・サーサットシステ
ムについては、現在、低高度の軌道衛星（LEOSAR)で
遭難信号を地上に中継しています。

○システム自体の老朽化に加え、遭難位置検出時間の短
縮、測位精度の向上といった機能強化を図るため、中高
度の衛星を利用するMEOSARシステムの導入が進めら
れています。

○当庁は、北西太平洋地域における基幹MCC（業務管
理センター）として指導的な役割を担っています。

○MEOSARシステムに対応した地上局等の整備をし、令
和３年に本格運用開始予定です。

請負契約

（低軌道衛星システム） （中軌道衛星システム）

MEOSARLEOSAR

○LEOSARが5機程度の衛星を使用するのに対し、
MEOSARでは将来的に70機以上の衛星を使用し
ます。



○船員の労働環境の改善や人的要因に起因する海難事故の防止に資する
ほか、利用可能な港湾の拡大 （接岸計等を具備しない港湾でも利用可能）、
システムの簡略化による設備投資の減 （接岸計等の大規模な設備投資が
不要）、信頼性の向上・持続的な運用が可能 等

○我が国経済・国民生活を支える海上輸送にお
いては、人的要因に起因する海難事故の防
止、船員の労働環境の改善などの課題があ
り、これらの解決策として、海上交通に自動運
航のための自動操船技術等を導入すること
により、海上交通の安全性・生産性の向上が
期待される

○本研究開発により、海上交通システムに高精
度の位置測位技術（準天頂衛星等）を適用し、
信頼性の高い船舶位置情報の取得を可能と
するための技術開発を行うとともに自動操船
技術とのインターフェースの検討を行い、高精
度測位技術を活用した自動離着桟技術を確
立することにより、海上輸送の安全性・生産
性の向上を図る。

高精度測位技術を活用した船舶の自動離着桟システムに関する技術開発
事業期間（平成３０年度～令和２年度）

令和２年度予算案２１百万円（令和元年度予算額２１百万円）

国土交通省
総合政策局技術政策課
０３－５２５３－８３０８

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

国
委託契約

民間団体等

資金の流れ
期待される効果




